
 

● 物質群別の調査結果 

 

平成16年度の調査結果の概要は次のとおりである。 

今回の調査した物質・媒体では、N,N'-ジメチルドデシルアミン=N=オキシドの水質、ヘキサン、PFOS及びPFOAの大

気、PFOS及びPFOAの食事から検出検体があった。 

調査結果に対する評価を物質別に示せば、次のとおりである。  

 



 

[１] N,N'-ジメチルドデシルアミン=N=オキシド 【平成16年度調査媒体：水質】 

（別名：アルキルアミンオキシド、ドデシルジメチルアミンオキシド、CAS:1643-20-5） 

 

・ 選定理由 

N,N'-ジメチルドデシルアミン=N=オキシドは、化学物質排出把握管理促進法第1種指定化学物質である。暴露

量評価のため、実測データをもとに一般環境からの水生生物に対する暴露量を推定するための信頼性が確認さ

れた知見が必要となるが、それらが得られていない。また、生態リスクの初期評価のため、生態毒性の藻類の

慢性毒性値から 0.04 μg/Lの予測無影響濃度が設定されたが、評価に耐えうる十分な暴露量関連データが得ら

れなかったことから、最新の実態把握が必要とされた。 

 

・ 調査結果 

水質は、検出下限値 0.003 μg/Lにおいて調査が実施され、41地点中4地点、123検体中9検体から検出され、

最大検出濃度は 0.016 μg/Lであった。 

 

 

  ○ N,N'-ジメチルドデシルアミン=N=オキシド 

 

 

 

 

 

   ○ 参考：環境省内の他の調査結果 

無し 

 

幾何 検出 検出頻度

平均値 下限値 検体 地点

水質

(μg/L)

中央値 95％値 最大値

nd nd nd 0.016 0.003 9/123 4/41



 

【参考： N,N'-ジメチルドデシルアミン=N=オキシド】 

・ 用  途 ：  有機化学製品（洗剤（シャンプー、台所洗剤等））、添加剤（繊維、油等）、界面活性剤 

1),3),4),19) 

・ 生産量・輸入量 ： 平成13年度実績；1,000～10,000t 29) 

OECDに報告している生産量；1,000～10,000t 29) 

化学物質排出把握管理促進法（化管法）の区分は1,000tである。29) 

H10 4,731t(製造4,708t、輸入23t) 30)  

・ 分 解 性 ：  分解性が良好とされる物質： BOD54,52,82%、 TOC 68,54,81%、 LC-MS100,100,100%（4

週間、100mg/L、活性汚泥濃度：30mg/L）逆転条件試験結果（28日間）は、分解度TOC：

88％、LC-MS：100％であった。30),32) 

・ 濃 縮 性 ：  不詳 

・ 媒体別分配予測 ：  大気0%、水質86.94%、土壌12.3%、底質0.76% 6)（EUSESモデルによる試算） 

・ 反復投与毒性 ： 不詳 

・ 発 が ん 性 ： 不詳 

・ 生 態 影 響 ： PNEC＝0.04μg/L（藻類、慢性、NOEC 生長阻害）29) 

ムレミカズキモ（Pseudokirchneriella subcapitata）生長阻害（面積法） 

72hr-EC50＝0.02mg/L 
29).41),1),31) 

ムレミカズキモ（Pseudokirchneriella subcapitata）生長阻害（面積法） 

72hr-NOEC＝0.0009mg/L 29).41),1),31) 

ムレミカズキモ（Pseudokirchneriella subcapitata）生長阻害（速度法） 

                        3day-NOEC＝0.004mg/L 29),31) 

ムレミカズキモ（Pseudokirchneriella subcapitata）生長阻害（速度法）  

3day-EC50＝0.1mg/L 
29),31) 

オオミジンコ（Daphnia magna）急性遊泳阻害   48hr-EC50＝2.2mg/L 
29).41),1),31) 

オオミジンコ（Daphnia magna）繁殖阻害     21day-EC50＝1.4mg/L 
41),1) 

オオミジンコ（Daphnia magna）繁殖阻害     21day-NOEC＝0.36mg/L 29).41),1),31) 

オオミジンコ（Daphnia magna）                 96hr-LC50＝1.01mg/L 
30),42) 

オオミジンコ（Daphnia magna）                 21day-EC50＝0.88mg/L 
30),19),42) 

メダカ（Oryzias latipes）急性毒性       96hr-LC50＝30mg/L 
29).41),1),31) 

・ 急性毒性等 ： 不詳 

・ 規 制 ・ 基 準 ： 

[PRTR]    法第2条第2項、施行令第1条別表第1、第1種指定化学物質（166 N,N-ジメチルドデシルアミン

=N-オキシド）（1質量％以上を含有する製品） 

[航空法]    施行規則第194条危険物告示別表第1腐食性物質（8 アミン類）（液体、腐食性のもの） 

[船舶安全法] 危規則第2,3条危険物告示別表第1腐食性物質（【国連番号】2735 アミン類又はポリアミン類）

（液体、腐食性のも、他に品名が明示されているものを除く） 

[海防法]   環境省告示・査定物質（C類同等の有害液体物質）（28 N,N-ジメチルドデシルアミンオキシド

溶液）（濃度36重量％以下） 

[港則法]    施行規則第12条危険物告示腐食性物質（アミン類又はポリアミン類（他に品名が明示されて

いるものを除く））（液体、腐食性のもの、等級3のものを除く） 

[国連勧告]   腐食性物質（【国連番号】2735 【国連分類】クラス8 アミン類又はポリアミン類（他に品名

が明示されているものを除く））液体、腐食性のもの 

 

 

 

 

 



 

 [２] ヘキサン 【平成16年度調査媒体：水質、大気】 

（別名：n-ヘキサン、ノルマルヘキサン、ジプロビル、CAS:110-54-3） 

 

・ 選定理由 

健康リスク初期評価におけるヘキサンの、大気の吸入暴露量について、さらに情報収集に努める必要があ

るとされた。 

また、生態リスク初期評価においても、公共用水域の海水域では、予測環境中濃度等の知見が不充分で、

現時点では生態リスクの判定が行えない状態である。 

本物質は、優先的に評価を行うべきであると指摘されていることから、大気の吸入暴露による健康リスク初

期評価及び公共用水域の海水域における生態リスク初期評価を行うために必要な暴露量の実態把握が必要とさ

れた。 

 

・ 調査結果 

水質は、検出下限値 0.008 μg/Lにおいて20地点で調査が実施され、全ての地点で不検出であった。 

大気は、検出下限値 0.09 μg/m3において調査が実施され、18地点中18地点、53検体中52検体から検出され、

最大検出濃度は 44 μg/m3であった。 

 

 

〇 ヘキサン調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

〇 参考：環境省内の他の調査結果 

平成11年度一般水域調査（水質） 

 

 

 

 

 

平成14年度要調査項目存在状況調査（底質） 

 

 

 

 

範囲 中央値 検出下限値

μg/L μg/L μg/L 検体 地点

平成11年度 河川 nd nd 0.01 0/124 0/124

湖沼 nd nd 0.01 0/6 0/6

海域 nd nd 0.01 0/17 0/17

地下水 nd～0.01 nd 0.01 1/23 1/23

水質
検出頻度

範囲 中央値 検出下限値

ng/g-dry ng/g-dry ng/g-dry 検体 地点

平成14年度 河川 nd nd 1 0/10 0/10

湖沼 nd nd 1 0/4 0/4

海域 nd nd 1 0/10 0/10

底質
検出頻度

幾何 検出 検出頻度

平均値 下限値 検体 地点

水質

(μg/L)

大気

(μg/m3)

0.008 0/60 0/20

1.0 0.82 17 44 0.09 52/53 18/18

nd nd nd nd

中央値 95％値 最大値



 

【参考：ヘキサン】 

・ 用 途 ： 食用油脂抽出溶剤、接着剤溶剤、塗料、インキ等の各種溶剤、洗浄剤 28),14) 

・ 生産量・輸入量 ： 国内生産量；70,000kL（平成11年度）27) 

             OECDに報告している生産量；10,000t以上 27),28) 

・ 分 解 性 ： 分解性が良好と判断される物質：100%BOD、100%GC（4週間、100mg/L、活性汚泥濃度

30mg/L）28),32) 

・ 濃 縮 性 ： 生物濃縮係数 logBCF 2.24、2.89(計算値) 28),11) 

・ 媒体別分配予測 ： 不詳 

・ 反復投与毒性 ： 

TLV：50ppm、MAK：50ppm、180mg/m3、OEL：40ppm、140mg/m3 

吸入暴露（ヒト）LOAEL＝204mg/m3（58ppm）（自覚症状：頭痛、四肢知覚異常、筋力低下、臨床検査：橈骨

茎突部の振動覚の低下、電気生理学的検査：神経伝導速度の低下と運動神経遠位部潜時

の延長）29),21),22) 

吸入暴露（マウス）NOAEL＝1762mg/m3（500ppm）（90日間吸入実験、鼻腔における上皮病変）5) 

吸入暴露（マウス）LOAEL＝3525mg/m3（1,000ppm）（90日間吸入実験、鼻腔における上皮病変）5) 

・ 発 が ん 性 ： 不詳 

・ 生 態 影 響 ： PNEC＝15μg/L（甲殻類、急性）28) 

クラミドモナス類（Chlamydomonas angulosa）光合成活性阻害 

  3hr-EC50＝0.81mg/L 
28),13) 

アルテミア類（Artemia salina）遊泳阻害        1day-IC50＝1.5mg/L 
28),8) 

オオミジンコ（Daphnia magna）遊泳阻害         1day-EC50＝>1,000mg/L 
28),4) 

オオミジンコ（Daphnia magna）遊泳阻害         2day-EC50＝3.9mg/L 
28),3) 

スカシタマミジンコ（Moina micruna）死亡       4day-LC50＝732.5mg/L 
28),18) 

テラピア（Tilapia mossambica）死亡        4day-LC50＝113mg/L 
28),9) 

メダカ（Oryzias latipes）死亡                 1day-LC50＝>1,000mg/L 
28),26) 

メダカ（Oryzias latipes）死亡                 2day-LC50＝>1,000mg/L 
28),26) 

テトラヒメナ（Tetrahymena pyriformis）繊毛運動の停止 

                                              1day-＝9.0mg/L 28),20) 

ツボワムシ（Brachionus calyciflorus）死亡     1day-LC50＝68mg/L 
28),23) 

シオツボワムシ（Brachionus plicatilis）死亡   1day-LC50＝68.3mg/L 
28),7) 

シオツボワムシ（Brachionus plicatilis）死亡   1day-LC50＝154mg/L 
28),24),7) 

カワニナ類（Thiara tuberculata）死亡          4day-LC50＝1,900mg/L 
28),18) 

R51/53（EU） 

・ 急性毒性等 ： LD50（ラット、経口）            28,710mg/kg 
14),15) 

LD50（ラット（14日齢）、経口）   24mg/kg 
22) 

LD50（ラット（大人）、経口）     45ml/kg 
10) 

LD50（ラット（若齢）、経口）     49mg/kg 
22) 

LD50（ラット（老齢）、経口）     43.5mg/kg 
22) 

LC50（ラット、＜4時間吸入）     48,000ppm 
25) 

LC50（マウス、4時間吸入）       48,000ppm 
17) 

・ 規制・基準 ： 

[安全衛生法] 施行令別表第6の2・有機溶剤中毒予防規則第1条第1項第4号（第2種有機溶剤）（39 ノルマル

ヘキサン）5重量％を超えて含有するもの 

[安全衛生法] 法第65条の2 作業環境評価基準（73 ノルマルヘキサン） 

[安全衛生法] 施行令第18条名称等を表示すべき有害物質（27 ノルマルヘキサン）含製剤その他もの、5重

量％以下を含有するものを除く 

[安全衛生法] 施行令別表1-4、危険物・引火性の物（4の2 n-ヘキサン）引火点-30℃以上0℃未満のもの 



 

[安全衛生法] 法第57条の2、施行令第18条の2別表第9名称等を通知すべき有害物（518 ヘキサン）1重量％

を超える製剤その他もの 

[消防法]   法第2条危険物別表第4類引火性液体、第1石油類非水溶性液体（第1石油類非水溶性液体）引

火点21℃未満のもの 

[海防法]   施行令別表第1有害液体物質（C類）（6 アルカン（炭素数が6から9までのもの及びその混合物

に限る）） 

[海防法]   施行令別表第1の3危険物（19 ヘキサン） 

[バーゼル法] 法第2条第1項第1号イ／三省告示（39イ 有機溶剤（ハロゲン化物以外））廃棄物、0.1重量％

以上 

[航空法]    施行規則第194条危険物告示別表第1引火性液体（3 ヘキサン） 

[船舶安全法] 危規則第2,3条危険物告示別表第1引火性液体類（【国連番号】1208 ヘキサン）低引火点引火

性液体（引火点が-18℃未満のもの） 

[港則法]    施行規則第12条危険物告示引火性液体類（n-ヘキサン） 

[外為法]     輸入貿易管理令第4条第1項第2号（2号承認）（有機溶剤（ハロゲン以外））0.1重量％以上（廃

棄物） 

[外為法]     輸出貿易管理令第2（輸出の承認）（35の2(1)-39イ 有機溶剤（ハロゲン化物以外））0.1重量％

以上（廃棄物） 

[労働基準法] （疾病他） 法第75条第2項、施行規則第35条別表第1の2台4号疾病化学物質（ノルマルヘキサ

ン） 

[国連勧告]   引火性液体類（【国連番号】1208 【国連分類】クラス3 ヘキサン）低引火点引火性液体（引

火点が-18℃未満のもの） 



 

[３] ペルフルオロオクタンスルホン酸 【平成16年度調査媒体：大気、食事】 

（別名：PFOS、CAS:1763-23-1） 

 

・ 選定理由 

ペルフルオロオクタンスルホン酸は、化学物質審査規制法第2種監視化学物質である。毒性が強いこと、動物

の血液中に蓄積するとの報告があること、開放系で用いられることから、環境への影響が懸念されている。また、

POPs条約の候補として提案されている物質であること、長距離移動するため地球規模での生態系汚染が懸念され、

排出源は途上国にも存在する可能性があることから、最新の実態把握が必要とされた。 

過去の本件調査においては、平成14年度に水質の調査が実施され、全地点から検出されている。平成15年

度は底質及び水生生物の調査が実施され、両媒体ともに検出された。平成16年度は、大気及び食事調査が実施

された。 

 

・ 調査結果 

大気は、今回が初めての調査である。検出下限値 0.09 pg/m3において調査が実施され、20地点中20地点、60

検体中57検体から検出され、最大検出濃度は 44 pg/m3であった。 

食事は、今回が初めての調査である。検出下限値 0.0033 ng/g-生重量において調査が実施され、10地域中10

地域、50世帯中46世帯で検出され、最大検出濃度は 0.12 ng/g-生重量であった。 

 

〇 ペルフルオロオクタンスルホン酸調査結果 

 
 
 
 
 
 
 

〇 参考：過去の調査結果との比較 

 

 

 

 
 
 

 

 
 ※底質は、乾泥換算で分析することになっており、検出下限値に含水率の違いによる幅が生じ、 
  上表では地域別の検出下限値の最大値を検出下限値とした。 
  この検出下限値を下回る検出値についてはトレース値として記載した。 

  なお、トレース値は検出数から除いている。 

 

〇 参考：環境省内の他の調査結果 
無し

範囲 幾何平均値 中央値 95％値 検出下限値

ng/L ng/L ng/L ng/L ng/L 検体 地点

平成14年度 0.07～24 1.4 1.2 17 0.04 60/60 20/20

範囲 幾何平均値 中央値 95％値 検出下限値

ng/g-dry ng/g-dry ng/g-dry ng/g-dry ng/g-dry 検体 地点

平成15年度 nd～1.5 tr(0.085) tr(0.076) 0.65 0.096 41/60 10/20

範囲 幾何平均値 中央値 95％値 検出下限値

ng/g-wet ng/g-wet ng/g-wet ng/g-wet ng/g-wet 検体 地点

平成15年度 0.16～16 1.3 1.3 12 0.033 27/27 9/9

水生生物
検出頻度

水質
検出頻度

底質※
検出頻度

幾何 検出 検出頻度

平均値 下限値 検体 地点

大気

(pg/m3)

幾何 検出 検出頻度

平均値 下限値 世帯 地域

食事

(ng/g-生重量)

中央値 95％値 最大値

1.7 1.5 20 44 0.09 57/60 20/20

0.0033 46/50 10/10

中央値

0.012 0.013 0.067 0.12

95％値 最大値



 

【参考： ペルフルオロオクタンスルホン酸】 

・ 用 途 ： コーティング剤、界面活性剤、難燃剤等の合成原料 33) 

フッ素系界面活性剤の前駆物質、水溶性媒体に対する界面活性剤、化学中間体、 

フォトレジストの酸触媒、消火泡の界面活性剤、アルカリ洗剤の界面活性剤、 

床磨き剤中の乳化剤、金属メッキ槽のミスト抑制剤、回路基板腐食酸の界面活性剤、 

アリ誘引殺虫剤の有効成分（K,Li,DEA,NH4塩）
11) 

・ 生産量・輸入量 ： 不詳 

・ 分    解    性 ： 難分解であると判断される物質；BOD=0%、TOC=6%、LC-MS=3%（4週間、100mg/L、活性

汚泥30mg/L、標準）32) 

・ 濃    縮    性 ： 高濃縮性ではないと判断される物質 32) 

・ 媒体別分配予測 ： 不詳 

・ 反復投与毒性 ：  

経口投与(ラット) NOAEL = 0.5 ppm(オス)、2 ppm(メス) (104週間、肝臓障害所見) 16) 

LOAEL = 2 ppm(オス)、5 ppm(メス) (104週間、肝臓障害所見) 16) 

・ 発  が  ん  性 ： 不詳 

・ 生  態  影  響 ： ムレミカズキモ（Pseudokirchneriella subcapitata）生長阻害 

96h-NOEC = 44 mg/L 16) 

海産珪藻類（Skeletonema costatum）           96h-NOEC＝>3.2mg/L（OECD）16) 

アミ類（Mysidopsis bahia）繁殖阻害    35d-NOEC = 0.25 mg/L 16) 

オオミジンコ（Daphnia magna）繁殖阻害       28d-NOEC = 7 mg/L 16) 

オオミジンコ（Daphnia magna）                48h-EC50＝27mg/L（OECD）
16) 

アミ類（Mysidopsis bahia）                   96h-LC50＝3.6mg/L（OECD）
16) 

ファットヘッドミノー（Pimephales promelas）  96h-LC50  = 9.5 mg/L（Na塩）
16) 

ファットヘッドミノー（Pimephales promelas）  42d-NOEC = 0.30 mg/L（慢性）16) 

ブルーギル（Lepomis macrochirus）       96h-LC50 = 31 mg/L（DEA塩）
16) 

ファットヘッドミノー（Pimephales promelas）  96h-LC50＝4.7mg/L（OECD）
16) 

・ 急 性 毒 性 等 ： LD50（ラット、経口）        251mg/kg（K塩）
2) 

LC50（ラット、1時間吸入）   5.2mg/L （K塩）
2) 

・ 規制・基準 ：  

[化審法]   法第2条第5項（681 ペルフルオロオクタンスルホン酸）（含混合物） 

[航空法]    施行規則第194条危険物告示別表第1腐食性物質（8 その他の腐食性物質）（液体、有機物、酸

性のもの） 

[船舶安全法] 危規則第2,3条危険物告示別表第1腐食性物質（【国連番号】3265 その他の腐食性物質）（液体、

有機物、酸性のもの） 

[港則法]    法第21条2、施行規則第12条、昭和54告示547別表2ロ 危険物・腐食性物質（その他の腐食性

物質）（液体、有機物、酸性のもの、危機則・容器等級3のものを除く） 

 



 

[４] ペルフルオロオクタン酸 【平成16年度調査媒体：大気、食事】 

（別名：PFOA、CAS:335-67-1） 

 

・ 調査の経緯及び実施状況 

ペルフルオロオクタン酸は、化学物質審査規制法第2種監視化学物質である。ペルフルオロオクタンスルホン

酸の関連物質であること、毒性が強いこと、動物の血液中に蓄積するとの報告があることから環境への影響が

懸念される。また長距離移動するため地球規模での生態系汚染が懸念され、排出源は途上国にも存在する可能

性があることから、最新の実態把握が必要とされた。 

過去の本件調査においては、平成14年度に水質の調査が実施され、全地点から検出されている。平成15年

度は底質及び水生生物の調査が実施され、両媒体ともに検出された。平成16年度は、大気及び食事調査が実施

された。 

 

・ 調査結果 

大気は、今回が初めての調査である。検出下限値 0.14 pg/m3において調査が実施され、20地点中20地点、60

検体中60検体から検出され、最大検出濃度は 5,300 pg/m3であった。 

食事は、今回が初めての調査である。検出下限値 0.010 ng/g-生重量において調査が実施され、10地域中6地

域、50世帯中10世帯で検出され、最大検出濃度は 0.024 ng/g-生重量であった。 

 

〇 ペルフルオロオクタン酸調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 参考：過去の調査結果との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※底質は、乾泥換算で分析することになっており、検出下限値に含水率の違いによる幅が生じ、 

  上表では地域別の検出下限値の最大値を検出下限値とした。 

  この検出下限値を下回る検出値についてはトレース値として記載した。 

  なお、トレース値は検出数から除いている。 

 

〇 参考：環境省内の他の調査結果 

無し 

範囲 幾何平均値 中央値 95％値 検出下限値

ng/L ng/L ng/L ng/L ng/L 検体 地点

平成14年度 0.33～100 3.8 2.5 73 0.04 60/60 20/20

範囲 幾何平均値 中央値 95％値 検出下限値

ng/g-dry ng/g-dry ng/g-dry ng/g-dry ng/g-dry 検体 地点

平成15年度 nd～0.55 tr(0.059) tr(0.066) 0.27 0.07 29/60 12/20

範囲 幾何平均値 中央値 95％値 検出下限値

ng/g-wet ng/g-wet ng/g-wet ng/g-wet ng/g-wet 検体 地点

平成15年度 nd～0.10 nd nd 0.089 0.059 6/27 4/9

底質※
検出頻度

水生生物
検出頻度

水質
検出頻度

幾何 検出 検出頻度

平均値 下限値 検体 地点

大気

(pg/m3)

幾何 検出 検出頻度

平均値 下限値 世帯 地域

食事

(ng/g-生重量)
10/50 6/10

中央値 95％値 最大値

0.010nd nd 0.012 0.024

0.14 60/60 20/207.4 5.8 300 5,300

中央値 95％値 最大値



 

【参考： ペルフルオロオクタン酸】 

・ 用 途 ： フッ素樹脂製造時の必須加工補助剤、消火剤、化粧品、グリース、潤滑剤、塗料、 

ワックス、接着剤への添加、除草剤、殺虫剤の乳化剤 11) 

・ 生産量・輸入量 ： 不詳 

・ 分 解 性 ： 難分解性；5%BOD、3%TOC、0%HPLC(4週間、100 mg/L、活性汚泥30 mg/L、標準) 32) 

・ 濃 縮 性 ： 低濃縮性；96h-LC50=100mg/L（ヒメダカ、濃縮度試験）
32)  

・ 媒体別分配予測 ： 不詳 

・ 反復投与毒性 ：  

経口投与(CD-1マウス)         LOEL = 3 ppm (2週間、アンモニウム塩、肝臓肥大) 11) 

経口投与(ニュージーランドシロウサギ) LOAEL=50 mg/kg･d (懐胎6～18日、アンモニウム塩、生殖毒性) 11) 

・ 発 が ん 性 ： 不詳 

・ 生 態 影 響 ： 不詳 

・ 急 性 毒 性 等 ： LD50（ラット、腹腔内） > 189 mg/kg 11) 

・ 規 制 ・ 基 準 ：  

[化審法]   法第2条第5項第2種監視化学物質（682 ペルフルオロオクタン酸）（含混合物） 

 

 

 

 



 

[５] オクタブロモジフェニルエーテル 【平成16年度調査媒体：室内空気】 

（別名：オクタブロモジフェニルオキサイド、CAS:32536-52-0） 

 

・ 選定理由 

オクタブロモジフェニルエーテルは、健康リスク初期評価を行ったが、人に対する暴露量を把握するための

知見が得られていなかった。また、環境リスク初期評価の発がん性の定量評価の対象物質とされたが、暴露関

連データが得られていないため、評価ができなかったことから、最新の実態把握が必要とされた。 

過去の本件調査においては、「化学物質環境調査（昭和49年度～平成13年度）」で昭和62年度及び昭和63年

度に水質、底質及び水生生物を、本調査で平成14年度に食事、平成15年度に水質及び水生生物の調査が実施

され、平成15年度の水生生物から検出されたが、その他は全て不検出であった。平成16年度は、室内空気の

調査が実施された。 

 

・ 調査結果 

室内空気は、今回が初めての調査である。検出下限値 0.02 ～ 0.03 ng/m3において4地域、68家屋で調査が実

施され、68家屋全てで不検出であった。 

なお、各調査地点における室内空気と屋外空気との関係を比較考慮する観点から、室内空気と採取地点とな

った建屋から1m離れた屋外空気の調査も行った。その結果は、室内空気の結果と同様に、全ての検体で不検出

であった。 

 

〇 オクタブロモジフェニルエーテル調査結果 

 

 

 

 

 

屋内外の調査地点の差異は、高層階で室内空気の試料採取を行った際に、対照となる屋外

空気の採取を行えなかったために生じたものである。 

 

幾何 検出 検出頻度

平均値 下限値 家屋 地点 地域

室内空気

(ng/m3)

屋外空気

(ng/m3)

0/4

0/4

  0.02
～0.03

0/68 0/11

nd nd nd nd
  0.02
～0.03

0/61 0/11

中央値 95％値 最大値

nd nd nd nd



 

〇 参考：過去の調査結果との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※食事調査の対象物質は 2,2’,3,4,4’,5,5’,6-OctaBDE(検出下限値 0.5 ng/g-生重量)と 
        2,3,3’,4,4’,5,5’,6-OctaBDE(検出下限値 0.2 ng/g-生重量)の2物質。 
 

○ 参考：環境省内の他の調査結果 

臭素系ダイオキシン類に関する調査結果（環境保健部環境安全課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

範囲 中央値 検出下限値

ng/L ng/L ng/L 検体 地点

昭和62年度 nd nd 100 0/75 0/25

昭和63年度 nd nd 70 0/147 0/49

平成15年度 nd nd 3 0/114 0/38

範囲 中央値 検出下限値

ng/g-dry ng/g-dry ng/g-dry 検体 地点

昭和62年度 nd～21 nd 7 3/51 1/17

昭和63年度 nd～22 nd 5 3/135 1/45

範囲 中央値 検出下限値

ng/g-wet ng/g-wet ng/g-wet 検体 地点

昭和62年度 nd nd 100 0/75 0/25

昭和63年度 nd nd 70 0/144 0/48

平成15年度 nd～0.064 0.0065 0.0007 23/27 8/9

範囲 中央値 検出下限値

ng/g-生重量 ng/g-生重量 ng/g-生重量

平成14年度 nd nd 0.2～0.5

水質
検出頻度

底質
検出頻度

0/50

水生生物
検出頻度

食事※
検出頻度

世帯

2,2',3,4,4',5,5',6-OctaBDE

検体 地点

ng/L ng/L ng/L

水質 平成14年度 nd nd 0.03 0/3 0/3

地下水 平成14年度 nd nd 0.03 0/1 0/1

ng/g ng/g ng/g

底質 平成14年度 nd～11 0.01 0.01 6/12 6/12

土壌 平成14年度 nd～0.02 nd 0.01 2/12 2/12

水生生物 平成14年度 nd～0.043 0.018 0.002 9/12 9/12

野生生物 平成14年度 0.002～10 0.099 0.002 9/9 9/9

食事 平成14年度 0.002～0.005 0.004 0.001 12/12 12/12

ハウスダスト 平成14年度 nd～22 26 5 2/2 2/2

ng/m
3

ng/m
3

ng/m
3

大気 平成14年度 0.00013～0.0032 0.00040 0.00007 12/12 12/12

ng/m
2
･d ng/m

2
･d ng/m

2
･d

ばいじん 平成14年度 nd～0.4 0.2 0.1 10/12 10/12

2,3,3',4,4',5,5',6-OctaBDE

検体 地点

ng/L ng/L ng/L

水質 平成14年度 nd nd 0.03 0/3 0/3

地下水 平成14年度 nd nd 0.03 0/1 0/1

ng/g ng/g ng/g

底質 平成14年度 nd～0.29 nd 0.01 2/12 2/12

土壌 平成14年度 nd nd 0.01 0/12 0/12

水生生物 平成14年度 nd nd 0.002 0/12 0/12

野生生物 平成14年度 nd～0.12 0.003 0.002 5/9 5/9

食事 平成14年度 nd nd 0.001 0/12 0/12

ハウスダスト 平成14年度 nd nd 5 0/2 0/2

ng/m
3

ng/m
3

ng/m
3

大気 平成14年度 nd nd 0.00007 0/12 0/12

ng/m
2
･d ng/m

2
･d ng/m

2
･d

ばいじん 平成14年度 nd nd 0.1 0/12 0/12

検出頻度

検出頻度
範囲 中央値 検出下限値

検出下限値中央値範囲



 

【参考： オクタブロモジフェニルエーテル】 

・ 用途 ： PET、PBT、PS、PP、ABS、エポキシ樹脂等に添加する難燃剤。35) 

・ 生産量・輸入量 ： 国内での生産実績無し。輸入量：平成13年4t 、平成14年0t 34),35) 

・ 分 解 性 ： 不詳 

・ 濃 縮 性 ： 不詳 

・ 媒体別分配予測 ： 不詳 

・ 反復投与毒性 ： 

経口投与（ラット）NOAEL = 0.25 mg/kg･day（90日間、肝臓に異常を認めなかった最高設定用量）35) 

吸入暴露（ラット）NOAEL = 0.02 mg/m3 （14日間、肝臓相対重量の増加、肝細胞の変性）35) 

吸入暴露（ラット）NOAEL＝0.6mg/m3（14日間(8hr/day)、暴露状況での補正0.2mg/m3） 35),36),37) 

経口投与（ラット）NOEL＝2.5mg/kg/day（妊娠6～15日目に投与） 35),36),38),39) 

経口投与（ラット）NOAEL＝3.13μmol/kg/日（2.51mg/kg/日）（亜慢性経口摂食実験、肝の酵素の誘導；肝

の組織病理学的所見）40) 

経口投与（ラット）LOAEL＝6.25umol/kg/日（5mg/kg/日）（亜慢性経口摂食実験、肝の酵素の誘導；肝の組

織病理学的所見）40) 

・ 発 が ん 性 ： EPA－発がん性評価：D 14) 

・ 生 態 影 響 ： 不詳  

・ 急 性 毒 性 等 ： LD50（ラット、経口）        > 5 g/kg 
35),36) 

LD50（ラット、吸入、1hr）   > 52.8 g/m
3 35),36) 

LD50（ウサギ、経皮、24hr）  > 2 g/kg 
35),36) 

・ 規 制 ・ 基 準 ：  無し 
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